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１．はじめに 

近年,異常気象による集中豪雨で福岡県（御笠川）,名古屋市

周辺（新川）など都市部において洪水が多発しており,また阪神

大震災以降,宮城県北部,新潟中部地震などの各地で地震災害も

頻発している. 

その中で今年は台風の襲来がとりわけ多く 7月には新潟県三

条市（五十嵐川）や福井県池田町（足羽川）,また 10 月には兵

庫県豊岡市においても集中豪雨による洪水が発生しており,さら

に 11月 23日の新潟中越地震では長岡市や魚沼市(川口・堀の内

町,山古志村)では大きな被害を受けて,一部の住民はいまだに避

難生活を送っている. 

一方,北海道においても,平成 5 年 7 月には北海道南西沖地震,

太平洋側では平成 5年に釧路沖地震,平成 15年には十勝沖地震に

よる被害を受けており,また昨年には台風による豪雨で平取川に

おいては堤防の決壊・橋梁の流失などの被害を受け,今年に入っ

ても 8月の 23号台風で日本海側では高波による国道橋梁の流失,

また札幌市中心部においても強風による立木の転倒災害が数多

く見られたため,札幌市を流れる豊平川の氾濫災害も議論されつ

つある. 

札幌市は昭和 30 年代後半から急速な都市化が進んでいるが,

このような状況下,今後は都市部の社会資本を防災という観点か

ら見直す時期が来ていると考えられる. 

しかし,現在の社会・経済環境を考慮すると,都市防災施設と

しての新たな社会資本の整備は限られたものになり,既存施設の

補修・改修などや他の都市・生活システムの複合利用が合理的

と考えられる. 

そこで本論文は,社会基盤の都市防災施設としての複合利用

の提案として,a)コンビニエンス・ストアの防犯カメラを地震防

災において必要となる高密度地震観測システムとして活用する

構想と b)除雪に使用される融雪施設を水害時の河川氾濫を防止

するための一時貯留槽として多目的な利用を行う構想の一部を

紹介する. 

 

２．高密度時観測システムの構築 1) 

都市防災の観点から狭い範囲における地震観測は重要である

が,現在では被害調査 2)などを待たなければならないため,経済

的かつ簡素化された高密度地震観測網の構築と簡便な解析手法

が必要となる. 

そこでコンビニエンス･ストアに設置されている防犯用のビ

デオ画像の有効利用 3)が考えられ,これにより新たな観測機器と

維持管理コストを必要としない高密度地震観測システムの構築

が可能となり,同時に地震防災で欠かせない狭い範囲の揺れや

すさなどの情報が得られる. 

(1)防犯カメラによる地震観測の特徴 
コンビニエンス・ストアなどに設置されている防犯カメラを

地震観測機器とした場合の特徴を示す. 
a)利 点 

1) 数多く設置されており,特に都市部では高密度で現存

する. 

2) 設置費用や維持管理費などが不要 

3) 正確な再現ができ店舗によっては24時間記録されて

いる. 

4) 物の振動や人の動きから定性的な検証および行動心

理的な検討も可能である. 

b)欠 点 

    Table.1 簡易観測システムの各方法 

観測方法 有利な点 解 析 条 件 

(1)標 点 特別な装置不要 建物・ｶﾒﾗの振動特性 

(2)振り子 簡単な装置 建物・振り子の振動特性 

(3)小型ｾﾝｻ- 高感度,高性能 簡易センサーの開発 

     Fig.1 防犯ビデオの画像記録（米子市） 
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1) 営業時間のみや静止画像,また保存期間もある. 
2) 停電の場合には画像記録は残らない. 

3) 店舗もしくは企業の協力が必要となる. 

また,小型センサー3)を含め防犯カメラの画像解析はTable.1に示

す3つの方法が考えられる.  

(2)画像解析による地震動（速度）の同定 4) 

鳥取県西部地震(2000年 10月 6日)の米子市付近におけるスー

パーマーケットの防犯用カメラで記録された地震動画像を Fig.1

に示す. 

鳥取県西部地震による防犯用カメラの動画像記録より得られ

たカメラの揺れ角を時刻歴変位および速度に変換する.（詳細

は文献 3）,4)参照）画像解析より得られた速度の時刻歴波形を

Fig.2に示す. 

ここで,米子周辺では最大加速度 400gal程度の地震動が観測(K-

NET)されおり,震度階の加速度と速度の関係から,得られた最大速

度40～50cm/s(kine)はほぼ妥当な値が得られている. 

(3)防犯カメラを用いた高密度地震観測システムの 

札幌市への適用について 

ここで札幌市の市街地の存在する

コンビニエンス・ストアを示したも

のFig.4に示す. 

Fig.4 より,札幌市の市街地区にお

いては約 100～200mの観測地域メッ

シュで都市防災が計画で可能といえ

る. 

このようにコンビニエンス・スト

アなどの防犯カメラを利用した高密

度時観測システムは札幌市のような

都市部ほど有効に機能し,加えて観

測機器の設置コストおよび維持管理

コストを必要としない高密度地震観

測システムの構築が可能と考える. 

加えて,この地震観測システムで

は経年の強震観測を行うことで,狭

い範囲における地盤の揺れやすさな

ど地震防災上もっとも必要となる情

報も得ることも可能となる. 

 

Fig.3 鳥取県西部地震の加速度（気象庁のHPより） 

 

         Table 2 地震震度と速度・加速度 

震度階級 加速度（cm/s2） 速度（cm/s）

５弱　強震

５強　強震

　６弱　烈震

　６強　烈震

７　激震 400以上 　63.7以上

80～250 12.6～39.8

250～400 39.8～63.7
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   Fig.2 画像記録より同定された強震動（速度） 

   Fig.4 札幌市中心部のコンビニエンスストア 

              緑:コンビニエンス・ストア, 青:銀行, 黄：郵便局
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３．融雪施設の都市河川の洪水時における一時貯留槽としての

活用 

異常気象の集中豪雨による福岡県（御笠川）や名古屋市周辺

（新川）などの都市河川において集中豪雨による堤防の決壊な

どが多発しており, 御笠川では氾濫水が福岡市中心部に達し,ビ

ルの地下への流入を招いたため,札幌市の中心部を流れる豊平川

においても氾濫災害の可能性も論議されつつある. 

このような状況下,都市部における河川災害（都市河川の堤

防決壊など）を考えると札幌市では冬期に使用される融雪施設

を河川氾濫を防止するための一時貯留槽として利用すれば新た

な防災用の貯留施設の建設をせずに都市の河川災害に対する防

災機能の向上が図られる. 

(1)都市河川の洪水調節施設 

 河川の洪水調節施設は一般的には遊水地が挙げられるが,都市

部では河川改修により河道が制限されているため,遊水地が無い

のが現状である. 

そこで都市部の河川では Fig.5に示すような流域周辺部の地下

に増水時の流量を調節するための貯留施設を設ける事例も見ら

れる. 

(2)融雪槽・施設の利用 

一方,札幌市は日本海側の豪雪地域に位置しており,冬期にお

ける快適な市民生活の維持からも大規模な除雪システムおよび

市街地地下には大規模な除雪・融雪設備を有している日本の中

で特殊な都市といえる. 

ここで札幌市における地下式融雪施設の一覧を Table.2に示す. 

a) 融雪管 

融雪管は,雨天時に合流式下水道から河川に放流

される汚濁負荷を削減することを目的とした貯留管

であり,降雨のない冬期間に融雪管として利用してい

る.この施設に降雪期以外の洪水時に河川水の調節機

能を付加する. 

なお創成川融雪管の貯留量は約 46,400m3,伏古川融

雪管の貯留量は32,000m3程度である. 

b) 融雪槽 

地下駐車場や公共地下歩道と併せて融雪槽がつ

くられ,冷暖房プラントの熱を利用して融雪を行う

施設であり, これに洪水時に河川水の調節機能を付

加する.なお札幌北都心融雪層の容量は 4,000m3（幅

24m×長さ34m×水深6m×1池）である. 

c) 流雪溝 

流雪溝は河川水をポンプで汲み上げ,あとは自然流下によっ

て川に放流するもので,途中に投雪口が設けらており,茂岩下流

Fig.5 洪水調節施設の事例(鶴見川麻生調節池ﾊ゚ ﾝﾌﾚｯﾄより) 

     Table.2 地下式融雪槽・施設 

融雪槽・設備名 基本施設 

厚別融雪槽 厚別下水処理場 

発寒融雪槽 発寒清掃工場 

創成川融雪管 創成川下水処理場 

都心北融雪槽 札幌エネルギー供給公社 

新川融雪槽 新川下水処理場 

伏古川融雪管 伏古川下水処理場 

下水管投雪施設 大通・発寒・八軒 

  Fig.6 地下式融雪槽・施設（札幌市のHPより） 

洪水時流入 
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雪溝では融雪に1万9千トンの水を使用している.これに洪水時

に河川水の調節機能を付加する.なお北郷融雪溝の延長は約

3,060m で溝の形状は H800×W600mm（ポンプ室～合流槽）, 

H800×W800mm（合流槽～吐口）,茂岩下融雪溝の延長は約

3,668mで溝の形状はH800mm×W600mmである. 

以上,融雪管・融雪槽や流雪溝などの除雪施設は,一部夏期の

雨天時に使用される施設もあるが,基本的に降雪時期にしか稼

動せず,夏期の集中豪雨などによる都市河川水害の防災施設と

しての複合利用が可能であると考えられる. 

 

４．防災施設として複合利用した施設の 

社会的評価(費用便益)5) 

昨今社会資本において効率性が重視されており, ここで提案

した防災施設としての有効（多目的）利用を考えた施設の社会

的な評価を考える. 

一般に社会資本の効率性は式(1)に示す費用便益で示され,準便

益が大きいほど投資効果がある社会資本とされている. 

)/(:0 CBCBNB >−=           (1) 

:NB 順便益, :B 便益, 費用:C  

 ここで道路などの生活・産業基盤としての社会資本と異なり,

自然災害に対する防災施設は直接人命に関るものであり,費用

便益ではその本来の評価できない側面もあるが,ここで提案した

既存施設の防災施設としての多目的な活用の社会的な評価をあ

えて行うと以下となる. 

まず費用は数割の増加で便益はおおよそ 2倍となる.したがっ

て順便益は確実に大きくなり,既存施設の社会的評価は改善され

ると言える.. 

21 BBB +=                  (2) 

:1B 本来の便益, :1B 防災施設としての新たな便益 

CCC ∆+= 1                 (3) 

元の費用:1C , 費用防災施設としての改修:C∆  

 

５．ま と め 

本論文は,新たな札幌市における合理的・経済的な都市防災施

設の提案として,コンビニエンス・ストアの防犯カメラを地震防

災において必要である高密度観測システムとして利用する構想

と除雪時に使用される融雪施設を水害時の河川氾濫を防止する

ための一時貯留槽としての多目的な利用構想の一部を紹介した. 

その結果,コンビニエンス・ストアの防犯カメラの記録画像か

らは定量的に地震動の同定は可能であり,十分地震防災におけ

る経済的・簡易的な高密度地震観測システムとして機能するも

のと考えられる. 

また融雪管・融雪槽や流雪溝などの除雪施設では夏期集中豪

雨時における都市河川水害の防災施設として複合活用できるも

のと考えられる. 

これら既存施設の複合活用により,社会資本の効率性を示す費

用便益（社会的評価）は十分改善されるものと考える. 
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